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令和３年度公共事業 

再評価諮問箇所個別資料 
 

農地整備課 県営経営体育成基盤整備事業  １件 

 

 １ 公共事業再評価諮問箇所一覧表、B/C の考え方 

                       Ｐ1～ 

 ２ 個別事業箇所資料             

・ 公共事業再評価諮問箇所「継続」理由書等    

  ・ 再評価対象事業箇所調書 

・ 個別箇所説明資料 

①  県営経営体育成基盤整備事業（鍋島東地区） 

Ｐ３～ 
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  様式イ 

令和３年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名： 農地整備課 ） 

事 業 名 

（路河川等名） 

県営経営体育成基盤整備事業 

（鍋島東地区） 

継続・中止理由  本地区は佐賀市の中心部に位置し、米・麦・大豆を主体に白

菜、キャベツ等を栽培する土地利用型農業が展開されている。 

 しかし、生産基盤となる農地が狭小・不整形であることに加

え、排水機能が低下し湿田化が進んでいることや、農道や農業

用水路の整備が不十分であることから、農地の生産条件が悪

く、農作物の収量も低い状況にある。また上記事由により、担

い手の育成・確保や農地の利用集積が遅れている状況にある。 

 このため、未整備となっている農地の整備と、農道や水路等

の農業用施設の整備を一体的に行うほ場整備事業を平成２４

年度より実施している。 

 事業の進捗は、令和２年度末で９１％となっており、効率的

で安定した農業経営を実現させ、優良農地としての保全による

持続的な地域農業の発展を図るため事業継続が必要である。 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

 

【便 益】（Ｂ）               4,489 百万円  

 （内 訳）  

  ○作物生産効果               660 百万円 

  ○営農経費節減効果         3,903 百万円 

  ○維持管理費節減効果          △84 百万円 

○非農用地等創設効果            10 百万円 

  

【費 用】（Ｃ）               2,885 百万円  

   

費用便益比（Ｂ/Ｃ）  

4,489／    2,885 ＝    1.55  

 

備  考  
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様式１  
令和３年度再評価対象事業箇所 （事業採択後、一定期間（5～10年）が経過した時点で継続中の事業又は未着工の事業） 
 

番号 
事 業 名 
(路･河川名等) 

事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 
事業を巡る社会経済 
情 勢 等 の 変 化 

費用対効果 
の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 
等 の 可 能 性 

再評価理由 
対応方針 
(事業課案) 

備考 

 
 
 

県営経営体育成
基盤整備事業 
 
鍋島東地区 
 
事業主体：県 
 
事業地：佐賀市 
 

本地区は佐賀市の中心
部に位置し、米・麦・大
豆を主体に白菜、キャベ
ツ等を栽培する土地利用
型農業が展開されてい
る。 
しかし、生産基盤とな

る農地が狭小・不整形で
あることに加え、排水機
能が低下し湿田化が進ん
でいることや、農道や農
業用水路の整備が不十分
であることから、農地の
生産条件が悪く、農作物
の収量も低い状況にあ
る。また上記事由により、
担い手の育成・確保や農
地の利用集積が遅れてい
る状況にある。 
 このため、未整備とな
っている農地の整備と、
農道や水路等の農業用施
設の整備を一体的に行う
ことで、効率的で安定し
た農業経営を実現させ、
優良農地としての保全に
よる持続的な地域農業の
発展を図る 
 
 
 
 

○本事業 
事業費 ：1,817百万円 
工期   ：H24～R5(12年) 
受益面積：67.6ha 
事業量     
・区画整理工 
          A=67.6ha 
・暗渠排水工 
          A=62.8ha 
 
 

令和2年度末進捗率：91％ 
（事業費ベース）  
  
（年平均進捗率：9％）  
 
 
 
 
 
 
 

・受益面積は、事業採択時
（平成24年）の67.0haから
地区の編入により現在は
67.6haへ増加している。 
 

B/C＝1.55 
  
費用対効果の要
因の大きな変化
なし。 
 
 
 
 
 
 

（コスト縮減） 
  
・不足する基盤盛
土については、他
事業工事発生土を
利用することでコ
ストの縮減を図っ
た。 
・用排水路の整備
については、コン
クリート二次製品
を活用することで
作業の省力化を図
った。 
 
（代替案の検討）  
・特になし 
 

事業採択後、 
10年間経過 
 
 
 
 

継続  
  
（理由） 
本事業は、狭

小・不整形な農地
の整備と、農道や
水路等の農業用
施設の整備を一
体的に行うほ場
整備事業であり、 
 
・ほ場整備によ
り、計画的な水管
理や乾田化等が
実施されること
で、効率的で安定
的な農業経営を
図るもの 
 
・ほ場整備によ
り、農地の生産条
件が向上するこ
とで、担い手への
農地の利用集積
を図るもの 
 
以上のことから、
事業の継続が必
要である。 
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